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(57)【要約】
　第２の内腔装置を脈管構造内の第１の内腔装置に取り
付けるために配置する装置が、第１の内腔装置を係合さ
せるよう適合したその遠位端部の捕捉機構と、第１の内
腔装置を係合させるよう捕捉器具を制御するための捕捉
器具制御装置と、第１の内腔装置と整列させるために捕
捉器具を配置するよう適合した偏向制御装置と、第２の
内腔装置を第１の内腔装置に取り付けるために導入可能
となるガイドウェイとを有するアセンブリを含む。この
アセンブリは、その遠位端部を第１の方向とは異なる第
２の方向に偏向させるための第２の偏向制御装置を含む
第２のアセンブリと組み込まれてもよい。第１と第２の
アセンブリは第１の内腔装置と整列する捕捉装置の複合
偏向を提供するよう協働する。
【選択図】図１



(2) JP 2012-509113 A 2012.4.19

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第２の内腔装置を脈管構造内の第１の内腔装置に取り付けるために配置する装置であっ
て、当該装置が、
　近位端部と、遠位端部と、前記近位端部から前記遠位端部まで延在する中間部分とを有
する第１のガイダと、
　近位の開口を具える前記近位端部と、
　遠位の開口を具える前記遠位端部と、
　前記近位の開口と前記遠位の開口とを内部接続している内腔を具える前記中間部分と、
　前記第１の内腔装置を係合させるよう適合した前記遠位端部の捕捉器具と、
　前記第１の内腔装置を係合させるよう前記捕捉器具を制御する捕捉器具制御装置とを具
えることを特徴とする装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の装置がさらに、
　前記第１のガイダのルーメン内に摺動可能に配置されている第２のガイダと、
　前記第１のガイダの近位端部でアクセス可能な第１の端部を有する前記第２のガイダと
、
　前記第１のガイダの遠位端部から伸長するよう適合した遠位端部を有する前記第２のガ
イダと、
　前記第１の内腔装置が前記捕捉器具により係合されると、前記第１の内腔装置内に進む
のに適合した前記第２のガイダと、
　そこへの取り付けのために、前記第２の内腔装置を前記第１の内腔装置に導くようさら
に適合した前記第２のガイダとを具えることを特徴とする装置。
【請求項３】
　請求項１に記載の装置において、前記捕捉器具が様々な寸法の口部を前記遠位の開口を
規定する前記第１のガイダに具え、前記捕捉器具制御装置が、比較的大きい寸法の第１の
拡大した構造と、比較的小さい寸法の第２の狭まった構造との間で前記遠位の開口を操作
するよう前記口部を変化させるよう適合することを特徴とする装置。
【請求項４】
　請求項３に記載の装置において、前記捕捉器具制御装置が前記捕捉器具の外側に配置さ
れているシースを具え、前記捕捉器具が前記シースから伸長し、前記口部が前記拡大した
構造にある拡大位置と、前記捕捉器具が前記シース内に後退し、前記口部が前記狭まった
構造に前記シースにより閉じ込められている後退位置との間で摺動可能であることを特徴
とする装置。
【請求項５】
　請求項３に記載の装置において、前記シースがハンドルに取り付けられている近位端部
と、前記シースが前記後退位置にあるとき、前記第１のガイダの前記遠位端部の全てまた
は一部を覆うよう適合した遠位端部とを有することを特徴とする装置。
【請求項６】
　請求項４に記載の装置において、前記シースが制御可能に偏向可能であり、前記装置が
前記第１の内腔装置と整列させて前記捕捉器具を配置するために、前記シースの遠位端部
を偏向させるよう適合したシース偏向制御装置を具えることを特徴とする装置。
【請求項７】
　請求項２に記載の装置において、前記捕捉器具が前記第１の内腔装置の外側部分を巻き
込むよう寸法調整された前記口部を具え、前記捕捉器具制御装置が、前記外側部分を巻き
込むよう前記捕捉器具を操作するよう適合することを特徴とする装置。
【請求項８】
　請求項５に記載の装置において、前記第２のガイダが、ガイドワイヤまたはガイドルー
メン、および前記ガイドルーメンに配置されているガイドワイヤのうちの１つを具えるこ
とを特徴とする装置。
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【請求項９】
　請求項１に記載の装置において、前記捕捉器具が血流を通しながら、前記第１のガイダ
ルーメンを通って取り外すための塞栓を塞ぐよう適合することを特徴とする装置。
【請求項１０】
　請求項１に記載の装置において、前記捕捉器具が前記第２のガイダを導くための凸部を
含むことを特徴とする装置。
【請求項１１】
　請求項１に記載の装置において、前記第１の内腔装置が分岐した腹大動脈瘤グラフトま
たは大動脈弓グラフトのうちの１つを具え、前記第２の内腔装置が前記グラフト上の枝部
を伸長させる伸長器を具えることを特徴とする装置。
【請求項１２】
　第２の内腔装置を脈管構造内の第１の内腔装置に取り付けるための、請求項１に記載の
装置の使用方法が、
　前記脈管構造において、前記第１の内腔装置を留置するステップと、
　前記脈管構造において、前記装置を配置するステップと、
　前記第２の内腔装置の取り付けのために前記第１の内腔装置を配置する前記装置を制御
するステップとを具えることを特徴とする方法。
【請求項１３】
　請求項１２に記載の方法において、前記配置するステップが、前記装置を前記脈管構造
を通して、前記第１の内腔装置に進めるステップを具えることを特徴とする方法。
【請求項１４】
　請求項１３に記載の方法において、前記制御するステップが、前記装置の捕捉器具制御
装置を作動させて前記捕捉器具を前記第１の内腔装置と係合させることを特徴とする方法
。
【請求項１５】
　請求項１４に記載の方法において、前記制御するステップがさらに、前記装置の前記第
２のガイダを前記第１の内腔装置内に進めるステップを具えることを特徴とする方法。
【請求項１６】
　請求項１５に記載の方法がさらに、前記捕捉器具を前記第１の内腔装置から離すステッ
プと、前記第２のガイダ以外のすべてを前記脈管構造から引き抜くステップとを具えるこ
とを特徴とする方法。
【請求項１７】
　請求項１６に記載の方法がさらに、前記第２のガイダに沿って前記第２の内腔装置を進
めるステップと、それを前記第１の内腔装置に取り付けるステップとを具えることを特徴
とする方法。
【請求項１８】
　請求項１７に記載の方法がさらに、前記第２のガイダを前記脈管構造から引き抜くステ
ップを含むことを特徴とする方法。
【請求項１９】
　第２の内腔装置を脈管構造内の第１の内腔装置に取り付けるために配置する装置が、
　ハンドルと、
　前記ハンドルに操作可能に接続される偏向可能なシースと、
　前記シースに運ばれる第１のガイダと、
　前記第１の内腔装置を係合するよう適合した前記第１のガイダ上の捕捉器具と、
　前記捕捉器具を制御して前記第１の内腔装置を係合させるよう適合した前記ハンドルに
おける捕捉制御装置と、
　前記第１のガイダによって運ばれる第２のガイダと、
　前記第１の内腔装置が前記捕捉器具によって係合されると、前記第１の内腔装置内にそ
の遠位端部を進めるためにその近位端部で操作されるよう構成される前記第２のガイダと
を具えることを特徴とする装置。
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【請求項２０】
　請求項１９に記載の装置において、前記捕捉制御装置が、前記シース内に実質的に配置
される第１の後退位置から、前記捕捉器具が前記シース外に伸長された第２の伸長位置ま
で進めるよう適合した前記ハンドル内の構造を具えることを特徴とする装置。
【請求項２１】
　請求項１９に記載の装置がさらに、前記第１の内腔装置と整列させて前記捕捉器具を配
置するために前記シースの遠位端部を偏向させるよう適合したシース偏向制御装置であっ
て、前記シース偏向制御装置が前記ハンドル内の構造を含むことを特徴とする装置。
【請求項２２】
　請求項２０に記載の装置において、前記捕捉器具が前記第１の内腔装置の外側部分を巻
き込み、把持するよう適合することを特徴とする装置。
【請求項２３】
　第２の内腔装置を脈管構造内の第１の内腔装置に取り付けるために配置する装置であっ
て、
　前記第１の内腔装置と係合するよう適合したその近位端部の捕捉器具を有するアセンブ
リと、
　前記第１の内腔装置を係合させるために前記捕捉器具を制御するための捕捉器具制御装
置と、
　前記第１の内腔装置と整列させて前記捕捉器具を配置するよう適合した偏向制御装置と
、
　前記第２の内腔装置を第１の内腔装置に取り付けるために導入可能とするガイドウェイ
とを具えることを特徴とする装置。
【請求項２４】
　複合偏向制御を用いて、第２の内腔装置を脈管構造内の第１の内腔装置に取り付けるた
めに配置する装置であって、
　第１のアセンブリが、
　　第１の偏向可能なシースと、
　　前記第１の偏向可能なシースの遠位端部を第１の方向に偏向するための第１のシース
偏向制御装置と、
　　前記第１の内腔装置を係合させるよう適合した捕捉器具と、
　　前記第１の内腔装置を係合させるよう前記捕捉器具を制御するよう適合した捕捉器具
制御装置と、
　　前記第２の内腔装置を第１の内腔装置に取り付けるために進めることを可能とするガ
イドウェイとを具え、
　第２のアセンブリが、
　　第２の偏向可能なシースと、
　　前記第２の偏向可能なシースの遠位端部を前記第１の方向とは異なる第２の方向に偏
向するための第２のシース偏向制御装置と、
　　その伸縮摺動および前記捕捉器具の複合偏向を可能としながら、前記第１の偏向可能
なシースを運ぶ前記第２の偏向可能なシースとを具えることを特徴とする装置。
【請求項２５】
　複合偏向制御を用いて、第２の内腔装置を脈管構造内の第１の内腔装置に配置するため
の装置であって、
　第１のアセンブリが、
　　近位端部と、遠位端部と、前記近位端部から前記遠位端部まで延在する中間部分とを
有する第１のガイダと、
　　近位の開口を具える前記近位端部と、
　　遠位の開口を具える前記遠位端部と、
　　前記近位の開口と前記遠位の開口とを内部接続するルーメンを具える前記中間部分と
、
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　　前記第１の内腔装置を係合させるよう適合した前記遠位端部の捕捉器具と、
　　前記捕捉器具を前記第１の内腔装置に係合させるよう制御するための捕捉器具制御装
置と、
　　前記第１のガイダを制御するための第１の偏向可能なシースと、
　　前記第１の偏向可能なシースの遠位端部を、第１の方向に偏向させるための第１のシ
ース偏向制御装置と、
　　前記ルーメンに摺動可能に配置される第２のガイダと、
　　前記第２のガイダの近位端部にアクセス可能な近位端部を有する前記第２のガイダと
、
　　前記第１のガイダの遠位端部から伸長するよう適合した遠位端部を有する前記第２の
ガイダと、
　　前記第１の内腔装置が前記捕捉器具によって係合されると、前記第１の内腔装置内に
進むのに適合した前記第２のガイダと、
　　そこへ取り付けるために、前記第２の内腔装置を前記第１の内腔装置に導くようさら
に適合した前記第２のガイダとを具え、
　前記第２のアセンブリが、
　　近位端部と、遠位端部と、前記近位端部から前記遠位端部まで伸長する中間部分とを
有する第２の偏向可能なシースと、
　　近位の開口を具える前記近位端部と、
　　遠位の開口を具える前記遠位端部と、
　　前記近位の開口と前記遠位の開口とを内部接続するルーメンを具える前記中間部分と
、
　　前記第２の偏向可能なシースの遠位端部を、第２の方向に偏向させるための第２のシ
ース偏向制御装置と、
　　その伸縮摺動および前記捕捉器具の複合偏向を可能としながら、前記第１の偏向可能
なシースを運ぶ前記第２の偏向可能なシースとを具えることを特徴とする装置。
【請求項２６】
　第２の内腔装置を脈管構造内の第１の内腔装置に取り付ける請求項２４の装置の使用方
法が、
　前記脈管構造内に前記第１の内腔装置を留置するステップと、
　その遠位端部が前記第１の内腔装置近くに配置されるまで、前記脈管構造を通り前記第
２の偏向可能なシースを進めるステップと、
　その遠位端部が前記第１の内腔装置近くなるまで、前記第２の偏向可能なシースを通り
前記第１の偏向可能なシースを進めるステップと、
　前記第１の偏向可能なシースを前記第２の偏向可能なシースを超えて収縮させながら、
必要に応じて前記捕捉装置を前記第１の内腔装置に整列させるよう前記第１のシース偏向
制御装置および前記第２のシース偏向制御装置を操作するステップと、
　前記第１の内腔装置を前記捕捉器具で把持するステップと、
　前記ガイドウェアを介して前記第１の内腔装置に取り付けるために前記第２の内腔装置
を進めるステップとを含むことを特徴とする方法。
【請求項２７】
　複合偏向制御を用いて、第２の内腔装置を脈管構造内の第１の内腔装置に取り付けるた
めに配置する装置が、
　外側の偏向可能なシースと、
　前記外側の偏向可能なシースを第１の方向に偏向するための外側シース偏向制御装置と
、
　その関節型の摺動を可能にしながら、第２の方向に偏向可能な内側の偏向可能シースを
運ぶために寸法調整されたルーメンを有する前記外側の偏向可能なシースとを具えること
を特徴とする装置。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は心臓血管疾患およびその治療法に関する。より具体的には、本発明は脈管構造
内、特に血管分岐接合部にグラフト、ステントまたは他の腔内装置を配置するシステムお
よび方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　背景として、グラフト、ステントおよび他の腔内装置が長年、脈管構造の疾患部分また
は損傷部分の機能性を回復させるのに用いられてきた。例えば、ステントグラフトは一般
に大動脈のような太い血管における動脈瘤を治療するのに用いられる。血管内技術を用い
て、侵襲的な外科処置に関する疾病率や死亡率を回避するために、このような装置を留置
することは望ましい。経皮的な送達は局所的な麻酔や鎮静のみで実施されることが多いが
、手術は通常、それ自体がリスクをもたらす一般的な麻酔を必要とする。
【０００３】
　患者の脈管構造内の分岐接合点に腔内装置を配置することが必要となることがある。一
例は腹大動脈が左右の総腸骨動脈に分かれる部分である。主枝部と２つの従属する分岐枝
部とを有する伸長可能な、一般にＹ形状の分岐したステントグラフト装置が、この部分の
腹大動脈瘤（ＡＡＡ）を取り除くのに用いられてきた。ステントグラフト主枝部は瘤の上
の腹大動脈に位置する上端部を有する。主枝部の下端部は、左右の総腸骨動脈に各々位置
する同側腸骨枝部と対側枝部とに移動するフロー分岐グラフト接合部を形成する。
【０００４】
　モジュールＡＡＡステントグラフト設計において、装置は生体内に組み付けられる構成
要素を具える。第１の主体要素は十分に形成された同側腸骨枝部と対側ゲート開口で終端
する対側短脚部と共に主枝部を具える。この同側腸骨枝部は右総腸骨動脈に位置するよう
設計されている。対側短脚部は左総腸骨動脈と整列するが、この動脈に到達するほど十分
な長さではない。代わりに、対側ゲートはステントグラフトの第２の要素を表す対側腸骨
伸長枝部を受けるよう設計されている。伸長枝部は短脚部から伸長し、左総腸骨動脈に適
切に位置するのに十分な長さである。
【０００５】
　モジュール設計の原理は、シースイントロデューサを介して治療部位に配置されるべき
要素の寸法を小さくすることである。このイントロデューサは患者の右大腿動脈に挿入さ
れ、右総腸骨動脈を通り、腹大動脈へと進むのに十分小さくなければならない。本体グラ
フトがこの様に配置された後、伸長枝部はシースイントロデューサおよび患者の左大腿動
脈に挿入され、左総腸骨動脈を通り進むガイドワイヤを用いて同様に配置される。ガイド
ワイヤは対側ゲート開口をカニューレするために用いられる。伸長肢部は短脚部内を短距
離進み、十分な長さの対側腸骨枝部を設けるためにそこに取り付けられる。
【０００６】
　伸長枝部配置のための従来技術は、特に好ましくない生体組織を有する患者にとっては
困難かつ時間がかかるものである。特にガイドワイヤは患者が非常に角度のある腸骨接合
部または対側ゲートの比較的小さい開口に対して大きい動脈瘤を有するので、対側ゲート
内に容易に案内されない。対側ゲートにとって、本体グラフトのねじれた「バレリーナ」
配置を受け入れるステントグラフトのため隠されることも可能である。さらなる合併症は
ガイドワイヤ操作が動脈瘤部位から解放され、脚の細い毛細管へ移動するアテローム閉窒
症および／または血栓塞栓症となりうる事実から生じる。これは急性肢虚血および「トラ
ッシュフット」（trash foot）として知られる状態を生じうる。過度の伸長枝部配置時間
はまた、患者および施術者双方にとって放射線被曝の増加を意味する。
【０００７】
　本発明により導かれるものは、ステント、グラフトおよび他の内腔装置の血管接合部に
おける配置である。具体的には、第１の内腔装置に取り付けられる第２の内腔装置に伴う
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第１の内腔装置の段階的な配置である。
【発明の概要】
【０００８】
　第２の内腔装置を脈管構造内の第１の内腔装置に取り付けるために配置する装置は、第
１の内腔装置を係合させるよう適合したその遠位端部の捕捉器具と、第１の内腔装置を係
合させるために捕捉器具を制御する捕捉器具制御装置と、捕捉器具を第１の内腔装置と整
列配置させるのに適合した偏向制御装置と、第２の内腔装置を第１の内腔装置に取り付け
るために導入できるようにするガイドウェイとを有するアセンブリを含む。このアセンブ
リは第１の方向とは異なる第２の方向に、その遠位端部を偏向させる第２の偏向制御装置
を含む第２のアセンブリと組み合わせてもよい。第１および第２のアセンブリは、第１の
内腔装置と整列する捕捉器具の複合偏向を設けるよう協働する。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
　本発明の前述および他の態様および利点が添付の図面に示されているように、例示的な
実施形態の以下のより具体的な記載から明らかとなるであろう。
【図１】図１は、内腔装置を配置する例示的な捕捉器具を示す側面図であり、器具は非偏
向捕捉構造である。
【図２】図２は、偏向捕捉構造の捕捉器具を示す側面図である。
【図３】図３は、非偏向、後退構造の捕捉器具を示す側面図である。
【図４】図４は、偏向、後退構造の捕捉器具を示す側面図である。
【図５】図５は、捕捉器具のハンドルを示す断面図である。
【図６】図６は、捕捉器具の遠位端部を示す断面図である。
【図７】図７は、捕捉器具の近位端部を示す斜視図である。
【図８】図８は、捕捉器具とともに使用されうるシース伸長器を示す断面図である。
【図９】図９は、捕捉器具とともに使用されうる脱着可能なガイドワイヤカテーテルを示
す断面図である。
【図１０】図１０は、短枝部伸長器の取り付けに先立って大動脈－腸骨接合部に配置され
た大動脈－腸骨ステントグラフトを示す図である。
【図１１】図１１は、ガイドワイヤを短枝部に導くために図１０のステントグラフトの短
枝部を捕捉する捕捉器具を示す図である。
【図１２】図１２は、捕捉器具のガイドワイヤに沿って進む短枝部伸長器を示す図である
。
【図１３】図１３は、短枝部伸長器を取り付けた後の図１０のステントグラフトを示す図
である。
【図１４】図１４は、例示的な偏向可能なガイドカテーテルと組み合わせて、後退構造の
図１の捕捉器具を示す側面図である。
【図１５】図１５は、捕捉器具構造の捕捉器具を用いる図１４の組み合わせを示す側面図
である。
【図１６】図１６は、偏向可能なガイドカテーテルに取り付けられている捕捉器具を示す
斜視図である。
【図１７】図１７は、偏向可能なガイドカテーテルの近位端部を示す斜視図であり、偏向
制御装置は、（図示しない）ガイドカテーテル遠位端部が偏向されない第１の位置に調整
されている。
【図１８】図１８は、偏向可能なガイドカテーテルの近位端部を示す斜視図であり、偏向
制御装置は、（図示しない）ガイドカテーテルの遠位端部が偏向された第２の位置に調整
されている。
【図１９】図１９は、偏向可能なガイドカテーテルの近位端部を示すさらなる斜視図であ
る。
【図２０】図２０は、偏向可能なガイドカテーテルの近位端部の断面中心線図である。
【図２１】図２１は、改良した変更可能なガイドカテーテルの近位端部を示す斜視図であ
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り、改良した構造による偏向制御装置は第１の位置に調整され、（図示しない）ガイドカ
テーテル遠位端部は偏向されない。
【図２２】図２２は、図２１の偏向可能なガイドカテーテルの近位端部を示し、偏向制御
装置は、（図示しない）ガイドカテーテル遠位端部が偏向された第２の位置に調整されて
いる。
【図２３】図２３は、図２１の偏向可能なガイドカテーテルの近位端部の断面中心線図で
あって、偏向制御装置は（図示しない）ガイドカテーテル遠位端部が偏向されない第２の
位置に調整されている。
【図２４】図２４は、図２１の偏向可能なガイドカテーテルの近位端部の断面中心線図で
あって、偏向制御装置は（図示しない）ガイドカテーテルの遠位端部が偏向された第２の
位置に調整されている。
【図２５】図２５は、図２１の偏向可能なガイドカテーテルの近位端部を示すさらなる斜
視図である。
【図２６】図２６は、複合捕捉器具の遠位端部と、制御可能に偏向される偏向可能なガイ
ドカテーテルとを示す図であり、モジュール腹大動脈瘤ステントグラフトの対側短脚部に
近づいている。
【図２７】図２７は、複合捕捉器具の遠位端部と、捕捉器具の遠位端部を伸長してモジュ
ール腹大動脈瘤ステントグラフトの対側短脚部を捕捉する偏向可能なガイドカテーテルと
を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
第１の実施形態
　ここで図１に戻ると、ステントまたはグラフトのような内腔装置を、分岐接合部のよう
な脈管構造内に配置するために用いることができる捕捉器具１が示されている。捕捉器具
１は先に配置された第１の内腔装置に取り付けるために第２の捕捉器具を配置する助けと
なるよう特に適合している。以下にさらに詳細に説明するように、腹大動脈瘤を治療する
ために、捕捉器具１は対側の腸骨枝部伸長器を、大動脈－腸骨接合部に配置された分岐し
たステントグラフトに取り付けるよう用いることができる（上述の背景技術を参照）。
【００１１】
　図１に見られるように、捕捉器具１はハンドル本体１６を含みうるハンドルと、関節型
ハンドル要素１４と、偏向トリガ７と、プランジャアセンブリ１５と、ロッキング止血バ
ルブキャップ８と、シースフラッシュポート５と、シースフラッシュポート栓６とを具え
てもよい。捕捉器具１はまた、その近位端部がハンドルに操作可能に接続され、その遠位
端部が偏向トリガ７を含む偏向制御装置により１２０度以上偏向可能なシース４を具える
。この偏向可能なシース４は５Ｆｒ乃至６Ｆｒのような任意の好適な寸法であってもよい
。それはポリエーテルブロックアミド、ポリウレタン、または他のポリマ材料で補強され
たテフロン（登録商標）加工のステンレス鋼ブレードを含んでもよい。脈管構造を通る動
きを実現するために、親水性被膜が偏向可能なシース４の外側に適用されてもよい。フラ
ッシュポート５およびフラッシュポート栓６は、使用前に空気を追放するために偏向可能
なシース４の内側に流すための食塩水または他の流体を導入するために用いられる。この
栓６は標準的なシリンジに接続する。
【００１２】
　捕捉器具１はさらに、偏向可能なシース４によって運ばれる第１のガイダとこの第１の
ガイダによって運ばれる第２のガイダとを具える。例示された実施形態において、第１の
ガイダは伸長した遠位先端カテーテル２６を具え（図６を参照）、これは近位端部シャフ
ト１０と、遠位端部シャフト９と、近位端部から遠位端部まで伸長する中間シャフト部分
とを有するを有するカテーテルシャフトを具える。カテーテルシャフトは任意の好適な医
療ガイド管から形成されてもよい。必要に応じて、スムースな内側ライナが第２のガイダ
（以下を参照）に対する摩擦を最小限にするよう提供されうる。カテーテル２６はまた、
偏向可能なシース４のように可動に構成されてもよい。その場合、偏向可能なシース４は
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なくてもよく、捕捉器具１の遠位端部を内腔装置と整列させるよう操作することができる
カテーテル２６の偏向制御性能に頼ることができる。あるいは、偏向可能なシース４は複
合偏向性能が捕捉器具１の遠位端部に設けられるよう維持されうる。以下に記載された第
２の実施形態は、複合偏向性能を設けるための代替的な技術を例示する。あるいは、第２
の実施形態が用いられると、すべての偏向制御性能を捕捉器具１から除くことができる。
【００１３】
　カテーテルシャフトの近位端部１０は近位の開口を具え、カテーテルシャフトの遠位端
部９は遠位の開口を具える。近位端部１０はフラッシュポートと栓とを有するＴｏｕｈｙ
　Ｂｏｒｓｔ止血弁１２を受ける雌形ルアーフィッティング１１を取り付ける。標準的な
シリンジ（またはポンプ）が、第１のガイダの遠位端部（以下を参照）によって塞がれて
いる塞栓を取り除く真空を提供するために弁１２に取り付けられてもよい。カテーテルシ
ャフトの中間部は近位の開口と遠位の開口とを内部接続するルーメンを具える。
【００１４】
　自己伸長型遠位先端２はカテーテルシャフトの遠位端部９に取り付けられている。それ
は捕捉するのに適合した可変サイズの口部を有する漏斗型の捕捉器具を提供し、これによ
り腹大動脈瘤ステントグラフトの対側短脚部のような脈管構造内に配置された内腔装置に
係合する。遠位先端２は２５ミクロン乃至２００ミクロンの細孔の大きさを有するポリマ
メッシュに取り付けられるニチノール（または他の超弾性の）フレーム要素の連続から形
成されてもよい。これにより近位先端２が、血流を通しつつ捕捉器具１の開口により生じ
うる塞栓を捕捉できるようになる。ナイロン、ポリウレタン、ポリエチレン、ＰＴＦＥな
どを含むが、これらに限定されない任意の好適なポリマメッシュ材料が用いられてもよい
。ヘパリン被覆が凝固を最小限にするのに用いられてもよい。さらなる設計的特徴として
、メッシュ材料が遠位先端２の壁周りに縦に伸長する連続的な凸部で形成されてもよい。
これらの凸部は、所望の方法でフレーム要素を変形させることにより作成されてもよい。
これらの凸部は、遠位先端２が取り付けられた内腔装置内に伸長されるので遠位先端壁か
ら離れる第２のガイダ（以下を参照）のガイドワイヤを導くのを助けるために設計されて
いる。
【００１５】
　フレーム要素はカテーテルシャフトの遠位端部９にそれらの基端部で接続されており、
偏向可能なシース４内に拘束されない場合、それらの自由端が外側に伸長するようバイア
スされている。あるいは、フレーム要素は偏向可能なシース４がない場合、別の方法で拘
束されうる。ニチノール要素は１ｃｍ乃至４ｃｍの長さで（自由端で）５ｍｍ乃至２５ｍ
ｍ伸長するよう寸法調整されてもよい。必要ならば、遠位先端２は蛍光可視化のための放
射線不透過性材料を含んでもよい。放射線不透過性材料はプラチナム・イリジウム、タン
タラム、タングステン、または他のものであってもよく、マーカーバンドとして取り付け
られてもよいし、遠位先端のメッシュ部分の表面に塗装されてもよい。ハンドル（以下を
参照）の関節型ハンドル要素１４を含む捕捉制御装置は第１の内腔装置を巻き込み、次い
で係合するよう捕捉器具を制御する。
【００１６】
　例示的な実施形態において、第２のガイダはガイドワイヤ３によって提供され、このワ
イヤ３は第１のガイダのカテーテルシャフトのルーメンに摺動可能に配置されている。こ
のガイドワイヤ３は、０．０３５インチの標準的なガイドワイヤのような任意の好適な材
料から形成されうる。カテーテルシャフト内での摺動を実現するためにガイドワイヤ３は
、脱着可能なガイドワイヤカテーテル（以下の図９の説明を参照）内にオプションで外装
されてもよい。第２のガイダは第１のガイダカテーテルシャフトの近位端部１０でアクセ
ス可能な近位端部を有する。近位のルアーフィッティング１３は第２のガイダの近位端部
に設けられている。それはＴｏｕｈｙ　Ｂｏｒｓｔ止血弁１２に取り付けられている。こ
の第２のガイダは、第１のガイダのカテーテルシャフトの遠位端部から伸長するために（
第２のガイダの近位端部から）摺動可能に操作されうる遠位の先端端部を有する。この第
２のガイダは内腔装置内へ進むために適合する一方、後者は第１のガイダの遠位端部２に
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より係合する。それは第２の内腔装置を第１の内腔装置と係合させるようガイドするガイ
ドウェイとして提供する。
【００１７】
　第２ガイダの代わりに、他のガイドウェイ設計を用いることも可能である。例えば、第
１のガイダのカテーテルシャフトのルーメンが潜在的に第２の内腔装置を進めて、第１の
内腔装置が事前に配置されるガイドとして用いることができる。これはカテーテルシャフ
トの拡大を要求し、偏向可能なシース４を不要とすることができる。あるいは、伸長可能
な遠位先端２を偏向可能なシース４に取り付けることが可能となる。
【００１８】
　図２乃至図４に見られるように、捕捉器具１は脈管構造を通ってシースを操作し、内腔
装置と係合させるため遠位先端２を配置する捕捉器具４（図２および図４）の遠位端部を
偏向するためにハンドルで制御可能である。捕捉器具１はまた、偏向可能なシース４の遠
位端部から遠位先端２を伸長（図１および図２）および収縮（図３および図４）させるよ
う制御可能である。これにより、遠位先端２を脈管構造内の内腔装置の外側を捕捉する捕
捉器具として操作することができる。遠位先端２の寸法はそれが偏向可能なシース４から
どれだけ離れているかによって決められる。
【００１９】
　上述の制御操作に原因のある捕捉器具１の要素は、図５および図６に追加で示されてい
る。偏向可能なシース４のための偏向制御は、トリガ７（図１を参照）を含む偏向制御に
より提供されている。図５に更に示されているように、トリガ７はステンレス鋼トリガピ
ボットピン２０を介してハンドル体１６に枢着可能に取り付けられている。トリガ７は偏
向ケーブル１８の一端に固定するケーブルクランプ１９を運ぶ。偏向ケーブル１８は１９
ストランド、０．１２インチ直径のスチールケーブル、または他の好適な材料により提供
されてもよい。偏向ケーブル１８はケーブルクリンプ１９から、ハンドル体１６の内部経
路１７を通り偏向可能なシース４に伸長する。偏向ケーブル１８は偏向可能なシース１４
の壁に形成されている縦の通路（図示せず）を通り送り、偏向可能なシースの全長をその
遠位先端まで伸長する。第１のガイダのカテーテルシャフトの遠位端部で約２インチの長
さの柔軟な先端は、偏向トリガ７が作動するとき、先端の偏向を容易にするカテーテルの
残りの部分よりも柔軟にできる。同様に、偏向ケーブル１８はその遠位端部で、ケーブル
の残りの部分よりも剛性が小さくてもよい。同じものが偏向可能なシース４を保持する。
これらの設計的特徴は、異なる剛性を捕捉器具１に与え、これにより脈管構造を通り容易
に操作され、遠位先端２は内腔装置と係合させるよう配置できる。別のタイプの構造が偏
向制御装置として用いられ、例示された設計は単なる一例に過ぎないことは明らかである
。
【００２０】
　遠位先端２の制御は、ハンドルの関節型ハンドル要素１４を含む捕捉制御装置により提
供されており、このハンドルはトリガピボットピン２３によりハンドル体１６に枢着取り
付けされている。ねじりばね２４は、遠位先端２が偏向可能なシース４内に後退するホー
ムポジションにハンドル要素１４をバイアスする。ハンドル要素１４は、プランジャアセ
ンブリ１５に接着され、取り付けられているステンレススチールプランジャハイポチュー
ブ２１に接続する。プランジャアセンブリ１５はハンドル体１６に摺動可能に取り付けら
れている。それはロッキングねじ切り止血弁キャップ８を取り付け、このキャップは（図
５に図示しない）カテーテルシャフトの遠位端部１０にクランプするピンチ止血ガスケッ
トシール２２を絞る。プランジャＯリングシール１９はプランジャハイポチューブ２１を
シールする。ハンドル要素１４が絞られると、この要素は遠位方向に（図５の左に）プラ
ンジャアセンブリ１５を摺動させるためにピボットピン２３上を枢着する。これにより遠
位先端２を偏向可能なシース４の外側に伸長させ、自己伸長する。図５が遠位先端伸長位
置において、捕捉機器制御装置を示すことに注目されたい。図５はまた、ハンドル体１６
内に孔２５を示す。この孔２５は図１のシースフラッシュポート５に接続され、流体を偏
向可能なシース４内にフラッシュすることができる。他の種類の捕捉制御装置が上記の要
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素の代わりに用いられてもよく、例示された設計が単なる一例に過ぎないことを理解され
たい。
【００２１】
　ここで図７をさらに参照すると、ロッキングねじ切り止血弁キャップ８が漏斗端部を含
むことが分かる。このことは、第１のガイダを用いるとき、遠位先端２の捕捉器具１内へ
の挿入を容易にする。都合のよいことに、遠位先端２およびカテーテルシャフトを含む第
１のガイダは、ロッキングねじ切り止血弁キャップ８を緩めることにより捕捉器具１から
容易に取り外すことができる。これにより捕捉器具１を血管内手術のための一般的なイン
トロデューサとして用いことができるようになる。
【００２２】
　例えば、図８に示されているように、第１のガイダは取り外すことができ、シース伸長
器２７はその場所に挿入され、患者の脈管構造を通り偏向可能なシース４を送る際の助け
となる。これにより施術者の好みで、および／または蛇行した腸骨動脈として、好ましく
ない生体構造を通して、より扱いやすい送達を要求する状況において、オプションで用い
ることができる。シース伸長器２７の近位端部は、シース伸長器雌形ルアーフィッティン
グ２９を含んでもよい。シース伸長器２７の遠位端部は、テーパした先端２８で形成され
てもよい。このテーパ長は偏向シース４の直径による。それは、スムースな剛性移行を有
し、０．０３５の直径を有するガイドワイヤ３を収容するよう設計されている。このガイ
ドワイヤ３は、シース伸長器雌形ルアーフィッティング２９で終端するシース伸長器２７
の単一ルーメンを通り伸長する。このシース伸長器２７は、ポリエチレンまたはポリプロ
ピレンにおいて、容量で２０％乃至４０％まで含まれているＢＡＳＯ４のような放射線不
透過性のポリマからつくることができる。
【００２３】
　図９に示されているように、脱着可能なガイドワイヤカテーテル３０は、第１のガイダ
のカテーテルシャフトのルーメン内のガイドワイヤ３の摺動を実現するよう用いられても
よい。この脱着可能なガイドワイヤカテーテル３０は、近位先端２が偏向可能なシース４
の遠位端部から配置されているか、あるいは偏向可能なシース内に引っ込められるかにか
かわらず、捕捉器具１の第１のガイダを通して自由に通過するガイドワイヤ３のための遮
るもののないルーメンを提供するよう設計されたガイドワイヤ３のための遮るもののない
ルーメンを提供するよう設計された並進かつ脱着可能なカテーテルである。
【００２４】
　捕捉器具１が、図１０に示されているような、モジュール、分岐、大動脈－腸骨ステン
トグラフトの対側短脚部に伸長器を取り付けるのに用いられている図１０乃至図１３は、
上術の背景技術に記載されているような最初の配置に従うステントグラフトを示す。図１
１は左の総腸骨動脈を通り治療位置まで進んだ後の捕捉器具１を示している。偏向可能な
シース４を操作し、遠位先端２を操作することにより、後者の要素は、対側ゲート開口を
巻き込むよう伸長し、次いで対側短脚部を把持すべく後退するよう伸長できる。このガイ
ドワイヤ３は、次いで対側ゲート内に進むことができる。あるいは、近位先端２は、捕捉
器具挿入過程の間に生じうる塞栓を捕捉するよう設計されている。ガイドワイヤ３をカテ
ーテルシャフトから取り外し、真空をＴｏｕｈｙ　Ｂｏｒｓｔ止血弁１２の栓に適用する
ことにより、近位先端２が対側短脚部に取り付けられた後、これらの塞栓が取り外されて
もよい（即ち、吸引されてもよい）。さらに、塞栓が右の総腸骨動脈から移動するのを防
ぐために、右大腿動脈に挿入され、治療位置に進むバルーンカテーテルを用いた遠位先端
の配置の間、動脈は一時的に閉塞されうる。図１２に示されているように、ガイドワイヤ
３が対側ゲート内に一旦配置されると、捕捉器具１はガイドワイヤから取り外されてもよ
い。対側腸骨伸長枝部は次いで、従来型のイントロデューサを用いて治療位置までガイド
ワイヤ上を進むことができる。あるいは、捕捉器具１の残りの部分をその場に残したまま
、第１のガイダのみがガイドワイヤ３から取り外すことも可能である。このケースにおい
て、捕捉器具１の偏向可能なシース４は、伸長枝部を進めるために、一般的なイントロデ
ューサとして用いることができる。図１３は対側腸骨伸長枝部が対側短脚部に取り付けら
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れた後、モジュールステントグラフトの完了を示す。
【００２５】
第２の実施形態
　ここで図１４乃至図２０に戻ると、第１の実施形態の偏向要素が、単一軸の偏向のみの
ために設計されるとき、第１の実施形態の捕捉器具１が、さらなる機動性を提供するため
に偏向可能なガイドカテーテル４０と組み合わせて示されている。示されているように、
第２の実施形態は、内部アセンブリの一例を示す捕捉器具１と、外部アセンブリの一例を
示す偏向可能なガイドカテーテル４０とを用いて、伸縮同心関係で配置された第１の内部
アセンブリと第２の外部アセンブリとの組み合わせを示す。この偏向可能なガイドカテー
テル４０は特に、第１の偏向軸から０乃至３６０度変化しうる第２の偏向軸に沿ってその
偏向を実現させることにより捕捉器具１の遠位先端２を操作する際の助けとなるよう適合
する。あるいは、捕捉器具１がそれ自身の偏向能力なしに構成されていると、偏向可能な
ガイドカテーテル４０はこのような能力を提供するよう用いることができる。ここでも捕
捉器具１および偏向可能なガイドカテーテル４０に用いられるアプリケーションの１つは
、腹大動脈瘤の治療のために、大動脈－腸骨接合部に配置された分岐したステントグラフ
トの対側短脚部への、対側腸骨伸長枝部伸長器の取り付けである（上述の背景技術を参照
）。
【００２６】
　図１４乃至図２０に示されているように、捕捉器具１は上述の様に構成されてもよい。
図１４乃至図２０に示されているように、偏向可能なガイドカテーテル４０は偏向可能な
シース４１と、シースフラッシュポート４２と、シースフラッシュポート栓４３とを具え
てもよい。この偏向可能なシース４１は自由な遠位端部４６と偏向制御体４８に操作可能
に接続されている近位端部４７とを含む。偏向可能なシース近位端部４６は１２０度以上
に偏向可能である。この偏向可能なシース４１は５Ｆｒ乃至１６Ｆｒ、あるいはそれ以上
の大きさのような任意の好適な寸法であってもよく、これは捕捉器具１の偏向可能なシー
ス４を受けるのに十分な大きさである。この偏向可能なシース４１はポリエーテルブロッ
クアミド、ポリウレタン、または他のポリマ材料で補強されたテフロン加工のステンレス
鋼ブレードを含んでもよい。親水性被膜が脈管構造を通る動きを実現するために偏向可能
なシース４１の外側に適用されてもよい。
【００２７】
　偏向ケーブル（図示せず）は、１９ストランド、０．１２インチ直径のステンレス鋼ケ
ーブル、または他の好適な材料により提供されてもよい。この偏向ケーブルの近位端部は
、偏向制御体４８の内部経路４９を通り伸長し、偏向制御体の外側部分に沿って摺動可能
である偏向ケーブルアンカ５０に取り付けるケーブルクリンプ（図示せず）を含む。この
偏向ケーブルアンカ５０は、ねじ切り制御ノブハウジング５２の近位端部に形成される回
転可能な偏向制御ノブ５１によって係合される。このねじ切り制御ノブハウジング５２は
、偏向制御体４８に形成されているねじラック５３にねじ切りされている。回転可能な偏
向制御ノブ５１の回転は内側に係合するねじを回転させ、偏向ケーブルアンカを偏向制御
体４８に沿って並進させる。図１７および図１８はこの並進の動きを示している。
【００２８】
　偏向可能なシース４１の壁に形成されている縦の経路（図示せず）を通り偏向制御体４
８から遠位に送る。この経路は偏向可能なシースの全長をその遠位先端まで伸長する。回
転可能な偏向制御ノブ５１は（例えば、施術者の優位な位置から見た時に時計回りに）回
転し、近位方向にねじ切りされた偏向制御ノブハウジングの並進は偏向ケーブルに張りを
与え、偏向可能なシース４１の遠位端部４６を偏向させる。回転可能な偏向制御ノブ５１
の反対方向への回転（例えば、施術者の優位な位置から見た時に反時計回り）は、遠位端
部４６をまっすぐにする。トルク制御ウィング５４は、回転可能な偏向制御ノブ５１を回
転させながら、フィンガーレバーを設けるよう提供されてもよい。
【００２９】
　偏向可能なシース４１の遠位端部４６で約２インチの長さの曲げやすい先端は、シース
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の残りの部分よりも可撓性があり、偏向トリガ７が作動すると先端の偏向を実現する。同
様に、偏向ケーブルはその遠位端部でケーブルの残りの部分よりも剛性が小さい。これら
の設計的特徴は異なる剛性を偏向可能なシース４１に与え、これにより脈管構造を通り容
易に操作することができ、内腔装置に対して配置できる。他のタイプの構造を偏向制御装
置に用いてもよく、示された設計は単なる一例に過ぎないことを理解されたい。
【００３０】
　フラッシュポート４２およびフラッシュポート栓４３は、使用前に空気を追放するため
に偏向可能なシース４１の内側を洗い流すための食塩水または他の流体を導入するために
用いられる。この栓４３は標準的なシリンジに接続する。
【００３１】
　図２１乃至図２５は偏向可能なカテーテル４０の改良された構造を示す。この原理の違
いはトルク制御ウィング５４がより小さく、回転可能な偏向制御ノブ５１がローレット切
りの代わりにラバーフィンガーグリップを含むことである。
【００３２】
　偏向可能なガイドカテーテル４１は捕捉器具１に先立って脈管構造を通り進むよう設計
されている。図１４乃至図１５に示されているように、シース伸長器５５は患者の脈管構
造を通り偏向可能なガイドカテーテル４０を送るのを助けるために偏向可能なシース４１
を通り送られてもよい。これは施術者の好み、および／または曲がった腸骨動脈のような
好ましくない組織を通る、より柔軟な送達が必要な状況においてオプションで用いられる
。シース伸長器５５の遠位端部はテーパした先端５６で形成されてもよい。テーパ長は偏
向可能なシース４１の直径による。それはスムースな剛性移行を有するよう設計されてい
る。シース伸長器５５の近位端部はシース伸長器雌形ルアーフィッティング５７を含んで
もよい。このシース伸長器５５は、ポリエチレンまたはポリプロピレンにおいて、容量で
２０％乃至４０％まで含まれるＢＡＳＯ４のような放射線不透過性のポリマからつくるこ
とができる。
【００３３】
　一旦、偏向可能なガイドカテーテル４１が留置部位に配置されると、シース伸長器５５
は偏向可能なシース４１から取り外してもよい。捕捉器具１の偏向可能なシース４は偏向
可能なシース４１を通り送られ、ロッキングねじ切り止血弁４４は、同心関係において捕
捉器具を偏向可能なガイドカテーテル４１に固定するようしっかりと締め付けられてもよ
い。この構成は図１６に示されている。あるいは、偏向可能なガイドカテーテル４１の配
置はすでにそこに取り付けられた捕捉器具１を用いて行うことができる。その場合、捕捉
器具１のシース伸長器２７は脈管構造を操縦するために用いることができる。目的留置部
位の近傍において、組み付けられたアセンブリの遠位端部を用いて、複合偏向操縦は偏向
可能なガイドカテーテル４１の回転可能な偏向制御ノブ５１と、捕捉器具１の偏向トリガ
７とを選択的に制御することにより達成できる。さらに止血弁４４は、さらなる動きの範
囲を達成するために偏向可能なガイドカテーテル４１に対して捕捉器具１が伸縮するよう
弛められてもよい。図２６乃至図２７は例示である。双方の図において、偏向可能なシー
ス４が偏向可能なシース４１から伸縮し、対側ゲートと整列する第２の方向に偏向する一
方、偏向可能なシース４１はそれが大動脈壁からはなれるよう第１の方向に偏向される。
図２７に示されているように、捕捉器具１の遠位先端２は次いで対側短脚部を係合させる
よう配置されてもよい。
【００３４】
　先に述べたように、偏向可能なガイドカテーテル４０は、捕捉器具１において操作シス
テムを提供する代わりに用いることができる。その場合、偏向可能なシース４、操作トリ
ガ７および他の操作要素を捕捉器具１から除くことができる。代わりに、伸長可能な遠位
先端カテーテル２６は、偏向可能なガイドカテーテルの伸長可能なシース４１において、
直接実行されうる。
【００３５】
　したがって、脈管構造内の内腔装置の配置のための装置および方法が開示されてきた。
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この方法において配置されうる内部装置は、上述のような大動脈－腸骨接合部のためのス
テントされたグラフトを含む。他の装置は、腕頭動脈、左総頸動脈および左鎖骨下動脈の
１以上内に伸長する分岐を有する大動脈弓を含むがそれに限定されない。
【００３６】
　発明の例示的な実施形態が示され、記載されてきたが、多くの変化や代替的な実施形態
が本書の技術に従い実施されうることが明らかであろう。本発明は添付の特許請求の範囲
およびそれらの等価物の精神に従う場合を除き限定された任意の方法ではないことがわか
る。
　

【図１】 【図２】
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【図２６】

【図２７】

【手続補正書】
【提出日】平成23年7月14日(2011.7.14)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第２の内腔装置を脈管構造内の第１の内腔装置に取り付けるために配置する装置であっ
て、当該装置が、
　　近位端部と、遠位端部と、前記近位端部から前記遠位端部まで延在する中間部分とを
有する第１のガイダを具え、
　　前記近位端部が近位の開口を具え、
　　前記遠位端部が遠位の開口を具え、
　　前記中間部分が前記近位の開口と前記遠位の開口とを内部接続している内腔を具え、
　　前記第１の内腔装置を係合させるよう適合した前記遠位端部の捕捉器具と、
　　前記第１の内腔装置を係合させるよう前記捕捉器具を制御する捕捉器具制御装置とを
具えることを特徴とする装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の装置がさらに、
　前記第１のガイダのルーメン内に摺動可能に配置されている第２のガイダを具え、
　当該第２のガイダが、前記第１のガイダの近位端部でアクセス可能な第１の端部を有し
、
　前記第２のガイダが、前記第１のガイダの遠位端部から伸長するよう適合した遠位端部
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を有し、
　前記第２のガイダは、前記第１の内腔装置が前記捕捉器具により係合されると、前記第
１の内腔装置内に進むのに適合しており、
　前記第２のガイダは、さらに前記第２の内腔装置を取り付けのために前記第１の内腔装
置に導くよう適合していることを特徴とする装置。
【請求項３】
　請求項２に記載の装置において、前記捕捉器具が様々な寸法の口部を前記第１のガイダ
に具えて前記遠位の開口を規定しており、前記捕捉器具制御装置が、比較的大きい寸法の
第１の拡大した構造と、比較的小さい寸法の第２の狭まった構造との間で前記遠位の開口
を操作するよう前記口部を変化させるよう適合することを特徴とする装置。
【請求項４】
　請求項３に記載の装置において、前記捕捉器具制御装置が前記捕捉器具の外側に配置さ
れているシースを具え、前記捕捉器具が前記シースから伸長し、前記口部が前記拡大した
構造にある拡大位置と、前記捕捉器具が前記シース内に後退し、前記口部が前記狭まった
構造に前記シースにより閉じられている後退位置との間で摺動可能であることを特徴とす
る装置。
【請求項５】
　請求項４に記載の装置において、前記シースがハンドルに取り付けられている近位端部
と、前記シースが前記後退位置にあるとき、前記第１のガイダの前記遠位端部の全部また
は一部を覆うよう適合した遠位端部とを有することを特徴とする装置。
【請求項６】
　請求項５に記載の装置において、前記シースが制御可能に偏向可能であり、前記装置が
前記捕捉器具を前記第１の内腔装置に整列配置させるために、前記シースの遠位端部を偏
向させるよう適合したシース偏向制御装置を具えることを特徴とする装置。
【請求項７】
　請求項３に記載の装置において、前記捕捉器具の前記口部が前記第１の内腔装置の外側
部分を包み込むよう寸法調整されており、前記捕捉器具制御装置が、前記外側部分を包み
込むよう前記捕捉器具を操作するよう適合することを特徴とする装置。
【請求項８】
　請求項２に記載の装置において、前記第２のガイダが、ガイドワイヤまたはガイドルー
メン、および前記ガイドルーメンに配置されているガイドワイヤのうちの１つを具えるこ
とを特徴とする装置。
【請求項９】
　請求項１に記載の装置において、前記捕捉器具が、血流を通しつつ、前記第１のガイダ
のルーメンを通して塞栓を取り除くために捕えるのに適合することを特徴とする装置。
【請求項１０】
　請求項２に記載の装置において、前記捕捉器具が前記第２のガイダを案内するための凸
部を含むことを特徴とする装置。
【請求項１１】
　請求項１に記載の装置において、前記第１の内腔装置が、分岐した腹大動脈瘤グラフト
または大動脈弓グラフトのうちの１つを具え、前記第２の内腔装置が前記グラフト上の枝
部を伸長させる伸長器を具えることを特徴とする装置。
【請求項１２】
　第２の内腔装置を脈管構造内の第１の内腔装置に取り付けるために配置する装置であっ
て、
　ハンドルと、
　前記ハンドルに操作可能に接続される偏向可能なシースと、
　前記シース内に担持される第１のガイダと、
　前記第１の内腔装置を係合するよう適合した前記第１のガイダ上の捕捉器具と、
　前記捕捉器具を制御して前記第１の内腔装置を係合させるよう適合した前記ハンドル内



(21) JP 2012-509113 A 2012.4.19

の捕捉制御装置と、
　前記第１のガイダによって運ばれる第２のガイダとを具え、
　前記第２のガイダは、前記第１の内腔装置が前記捕捉器具によって係合されると、前記
第１の内腔装置内にその遠位端部を進めるためにその近位端部で操作されるよう構成され
ることを特徴とする装置。
【請求項１３】
　請求項１２に記載の装置において、前記捕捉制御装置が、前記シース内に実質的に配置
された第１の後退位置から、前記捕捉器具が前記シース外に伸長された第２の伸長位置ま
で進めるよう適合した前記ハンドル内の機構を具えることを特徴とする装置。
【請求項１４】
　請求項１２に記載の装置がさらに、前記捕捉器具を前記第１の内腔装置と整列配置させ
るために前記シースの遠位端部を偏向させるよう適合したシース偏向制御装置を具え、当
該シース偏向制御装置が前記ハンドル内の機構を含むことを特徴とする装置。
【請求項１５】
　請求項１３に記載の装置において、前記捕捉器具が、前記第１の内腔装置の外側部分を
包み込み、把持するよう適合することを特徴とする装置。
【請求項１６】
　第２の内腔装置を脈管構造内の第１の内腔装置に取り付けるために配置する装置であっ
て、
　前記第１の内腔装置と係合するよう適合した捕捉器具をその近位端部に有するアセンブ
リと、
　前記第１の内腔装置を係合させるために前記捕捉器具を制御するための捕捉器具制御装
置と、
　前記捕捉器具を前記第１の内腔装置に整列配置させるよう適合した偏向制御装置と、
　前記第２の内腔装置を第１の内腔装置に取り付けるために導入可能とするガイドウェイ
とを具えることを特徴とする装置。
【請求項１７】
　複合偏向制御を用いて、第２の内腔装置を脈管構造内の第１の内腔装置に取り付けるた
めに配置する装置であって、
　第１のアセンブリが、
　　第１の偏向可能なシースと、
　　前記第１の偏向可能なシースの遠位端部を第１の方向に偏向するための第１のシース
偏向制御装置と、
　　前記第１の内腔装置を係合するのに適合した捕捉器具と、
　　前記第１の内腔装置を係合するよう前記捕捉器具を制御するのに適合した捕捉器具制
御装置と、
　　前記第２の内腔装置を第１の内腔装置に取り付けるために前進できるようにするガイ
ドウェイとを具え、
　第２のアセンブリが、
　　第２の偏向可能なシースと、
　　前記第２の偏向可能なシースの遠位端部を前記第１の方向とは異なる第２の方向に偏
向するための第２のシース偏向制御装置とを具え、
　　前記第２の偏向可能なシースは、前記第１の偏向可能なシースを、その伸縮摺動およ
び前記捕捉器具の複合偏向を可能としながら担持することを特徴とする装置。
【請求項１８】
　複合偏向制御を用いて、第２の内腔装置を脈管構造内の第１の内腔装置に配置するため
の装置であって、
　第１のアセンブリが、
　　近位端部と、遠位端部と、前記近位端部から前記遠位端部まで延在する中間部分とを
有する第１のガイダを具え、
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　　前記近位端部が近位の開口を具え、
　　前記遠位端部が遠位の開口を具え、
　　前記中間部分が前記近位の開口と前記遠位の開口とを内部接続するルーメンを具え、
　　前記第１の内腔装置を係合させるよう適合した前記遠位端部の捕捉器具と、
　　前記第１の内腔装置に係合させるよう前記捕捉器具を制御する捕捉器具制御装置と、
　　前記第１のガイダを制御するための第１の偏向可能なシースと、
　　前記第１の偏向可能なシースの遠位端部を、第１の方向に偏向させるための第１のシ
ース偏向制御装置と、
　　前記ルーメンに摺動可能に配置される第２のガイダであって、
　　当該第２のガイダが、前記第１のガイダの近位端部でアクセス可能な近位端部を有し
、
　　当該第２のガイダが、前記第１のガイダの遠位端部から伸長するよう適合した遠位端
部を有し、
　　当該第２のガイダは、前記第１の内腔装置が前記捕捉器具によって係合されると、前
記第１の内腔装置内に進むのに適合しており、
　　当該第２のガイダは、さらに前記第２の内腔装置を取り付けのために前記第１の内腔
装置に導くよう適合しており、
　第２のアセンブリであって、
　　近位端部と、遠位端部と、前記近位端部から前記遠位端部まで延在する中間部分とを
有する第２のガイダを具え、
　　前記近位端部が近位の開口を具え、
　　前記遠位端部が遠位の開口を具え、
　　前記中間部分が前記近位の開口と前記遠位の開口とを内部接続している内腔を具え、
　　前記第２の偏向可能なシースの遠位端部を、第２の方向に偏向させるための第２のシ
ース偏向制御装置とを具え、
　　前記第２の偏向可能なシースは、前記第１の偏向可能なシースを、その伸縮摺動およ
び前記捕捉器具の複合偏向を可能としながら担持することを特徴とする装置。
【請求項１９】
　複合偏向制御を用いて、第２の内腔装置を脈管構造内の第１の内腔装置に取り付けるた
めに配置する装置であって、
　外側の偏向可能なシースと、
　前記外側の偏向可能なシースを第１の方向に偏向するための外側シース偏向制御装置と
を具え、
　前記外側の偏向可能なシースは、その関節型の摺動を可能にしながら、第２の方向に偏
向可能なシースを担持するよう寸法調整されたルーメンを具えることを特徴とする装置。
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